資料５

フォームの始まり
彦根市下水道事業の設置等に関する条例(案)



(下水道事業の設置)
第1条　市民の公衆衛生の向上および都市の健全な発達に寄与し、併せて公共用水域の水質の保全に資するため、下水道事業を設置する。
【考え方】 
本条例は、地方公営企業法および同法の施行令の規定に基づき、彦根市下水道事業の設置等について必要な事項を定めることを規定するものです。 
下水道事業の設置について、既にある「彦根市下水道条例」は、下水道法が根拠法の条例で、施設の構造基準や水質基準等を定めるものです。 
今回設置するこの条例は、地方公営企業法を根拠法とし、地方公共団体が経営する企業について定めるものです。 

(法の財務規定等の適用)
第2条　地方公営企業法(昭和27年法律第292号。以下「法」という。)第2条第3項および地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第1条第2項の規定により、下水道事業に法第2条第2項に規定する財務規定等を適用する。
【考え方】 
事業の経費を、経営に伴う収入(下水道使用料)をもって充てる下水道事業に地方公営企業法を適用する規定と、その適用範囲は、財務規定等のみを適用すること(一部適用)を規定するものです。 

(経営の基本)
第3条　下水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営されなければならない。
2　下水道事業の予定処理区域、計画処理人口および処理能力は、次のとおりとする。
[bookmark: 22000074401000000030](1)　予定処理区域　本市の区域のうち、下水道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項に規定する事業計画に定められた予定処理区域
[bookmark: 22000074401000000034](2)　計画処理人口　98,610人
[bookmark: 22000074401000000038](3)　処理能力　1日最大計画汚水量50,537立方メートル
[bookmark: _GoBack]【考え方】  
経営に関する基本的事項として、経営の原則と事業規模を規定するもので、第1項では地方公営企業法第3条の経営の基本原則を引用しています。 
第2項では、本市の下水道事業計画にある予定処理区域と計画処理人口、処理能力を事業の規模として規定するものです。 

(利益の処分等)
第4条　下水道事業において、毎事業年度生じた利益のうち法第32条第1項の規定により前事業年度から繰り越した欠損金を埋めた後の残額(以下「補塡残額」という。)があるときは、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める方法により処分するものとする。
[bookmark: 22000074401000000048](1)　事業年度末日において企業債を有する場合　補塡残額の20分の1を下らない金額(企業債の額から既に積み立てた減債積立金の積立額を控除した額が補塡残額の20分の1に満たない場合は、その額)を企業債の額に達するまで、減債積立金として積み立てる方法
[bookmark: 22000074401000000052](2)　事業年度末日において企業債を有しない場合および前号の規定により企業債の額に達するまで減債積立金を積み立てた場合　補塡残額の20分の1を下らない金額(当該事業年度において減債積立金の積立額が企業債の額に達した場合は、補塡残額の20分の1に相当する額から減債積立金として当該事業年度において積み立てた額を控除して得た額を下らない額)を利益積立金として積み立てる方法
2　前項第1号の規定により減債積立金を積み立て、なお利益に残額があるときは、同項第2号の規定に該当する場合を除き、その残額の全部または一部を基金に積み立て、または建設改良積立金もしくは利益積立金として積み立てることができる。
3　前2項の規定により積み立てた積立金は、次の各号に掲げる目的のために積み立てるものとし、当該各号に掲げる目的以外の使途には使用することができない。
[bookmark: 22000074401000000064](1)　減債積立金　企業債の償還に充てる目的
[bookmark: 22000074401000000068](2)　利益積立金　欠損金を埋める目的
[bookmark: 13001344601000000020](3)　建設改良積立金　建設改良工事に充てる目的
4　減債積立金を使用して企業債(建設改良費の財源として借り入れたものに限る。)を償還した場合および建設改良積立金を使用して建設または改良を行った場合はその使用した積立金の額に相当する金額を、基金の処分を行った場合はその処分した基金の額に相当する金額を資本金に組み入れるものとする。
5　第3項の規定にかかわらず、議会の議決を経た場合については、積立金をその目的以外の使途に使用することができる。
【考え方】 
地方公営企業法第32条第2項の規定に基づき、下水道事業における利益剰余金の処分等につ
いては、「条例」で定めるか、議会の議決による必要があります。
内容については、彦根市水道事業の剰余金の処分等に関する条例の第2条と同様です。

(資本剰余金の処分等)
第5条　毎事業年度生じた資本剰余金は、その源泉別に当該内容を示す名称を付した科目に積み立てなければならない。
2　資本剰余金は、利益積立金をもって欠損金を埋めてもなお欠損金に残額がある場合に、当該残額に相当する額を取り崩す方法により処分することができる。
【考え方】 
地方公営企業法第32条第3項の規定に基づき、下水道事業における資本剰余金の処分等については、「条例」で定めるか、議会の議決による必要があります。
　内容については、彦根市水道事業の剰余金の処分等に関する条例の第3条と同様です。

(重要な資産の取得および処分)
第6条　法第33条第2項の規定により予算で定めなければならない下水道事業の用に供する資産の取得および処分は、予定価格(適正な対価を得てする売払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正な見積価額)が20,000,000円以上の不動産もしくは動産の買入れもしくは譲渡(不動産の信託の場合を除き、土地については、その面積が1件5,000平方メートル以上のものに係るものに限る。)または不動産の信託の受益権の買入れもしくは譲渡とする。
【考え方】 
重要な資産である、一定額以上の動産、不動産や一定面積以上の土地を取得するまたは処分する場合は、予算で定めなければならないとする規定で、一定額および一定面積については、地方公営企業法施行令により市の場合、2,000万円以上、5，000平方メートル以上と定められているそれぞれの数値を採用しています。 


(議会の同意を要する賠償責任の免除)
第7条　法第34条において読み替えて準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)第243条の2の2第8項の規定により下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が100,000円以上である場合とする。
【考え方】 
本条については、市長が職員の与えた損害が避けることのできない事故その他やむを得ない事情によるものであることの証明を相当と認めるときに、議会の同意を得ることなく賠償責任についての免除を弾力的に行われるよう、その許容額をあらかじめ定めるもので、賠償額が10万円以上の場合には、議会の同意が必要であると規定するものです。

(議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等)
第8条　下水道事業の業務に関し法第40条第2項の規定に基づき条例で定めるものは、負担付きの寄附または贈与の受領でその金額またはその目的物の価額が1,000,000円を超えるものおよび法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が1,000,000円を超えるものとする。
【考え方】 
本条については、負担付の寄附または贈与の受領や損害賠償額の決定について、議会の議決を要しない許容額等を規定するものです。金額については、県内先行団体の状況を参考にしています。 

(業務状況説明書類の作成)
第9条　市長は、下水道事業に関し、法第40条の2第1項の規定に基づき、毎事業年度4月1日から9月30日までの業務の状況を説明する書類を11月30日までに、10月1日から翌年3月31日までの業務の状況を説明する書類を5月31日までに作成しなければならない。
2　前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、11月30日までに作成する書類においては前事業年度の決算の状況を、5月31日までに作成する書類においては同日の属する事業年度の予算の概要および事業の経営方針をそれぞれ明らかにしなければならない。
[bookmark: 22000074401000000118](1)　事業の概況
[bookmark: 22000074401000000122](2)　経理の状況
[bookmark: 22000074401000000126](3)　前2号に掲げるもののほか、下水道事業の経営状況を明らかにするため、市長が必要と認める事項
3　天災その他やむを得ない事故により、第1項に定める期日までに、同項の業務の状況を説明する書類を作成することができなかった場合においては、市長は、できるだけ速やかにこれを作成しなければならない。
【考え方】 
 業務状況説明書類の作成については、公営企業の業務状況を説明する書類を作成し、毎事業年度少なくとも2回、当該地方公共団体の長への提出と公表することが義務付けされ、その内容を定めるものです。第1項では対象の期間、第2項では説明する書類の内容、第3項では天災等やむを得ない事由の場合の作成期限を定めるものです。 

付　則
(施行期日)
1　この条例は、令和2年4月1日から施行する。
(彦根市特別会計条例の一部改正)
2　彦根市特別会計条例(昭和39年彦根市条例第14号)の一部を次のように改正する。
本則中第3号を削り、第4号を第3号とし、第5号から第7号までを1号ずつ繰り上げる。
　(彦根市特別会計条例の一部改正に伴う経過措置)
3　前項の規定による改正前の彦根市特別会計条例第3号の規定により設置された下水道事業特別会計の令和元年度の収入および支出ならびに同年度以前の年度の決算に関しては、なお従前の例による。
【考え方】 
第1項では、施行の期日を規定しています。 
第2項では、彦根市下水道事業の設置等に関する条例の制定に伴い、彦根市特別会計条例における下水道事業の記載を削除する必要があります。改正理由が、新たな条例制定の理由と同じため、附則において改正することを定めるものです。
第3項では、令和元年度の収入および支出ならびに同年度以前の年度の決算に関しては、な
お従前の例によることを定めるものです。

